
１１１１．．．．総括総括総括総括

 ((((1111) ) ) ) 人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

（注）　人件費には市長、副市長、市議会議員、委員などに支払われる給与又は報酬を含みます。

 ((((2222) ) ) ) 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

(注)   １　職員数は、平成21年4月1日の人数です。
        ２　職員手当には退職手当を含みません。
        ３　給与費は、特別職を含みません。
        ４　1人当たりの給与費は支給総額で、税や社会保険料控除前の額です。

((((3333) ) ) ) 給与抑制給与抑制給与抑制給与抑制のののの状況状況状況状況
早期健全化団体への移行を避けるため、現在給与の抑制措置を講じています。
ア　一般職員（水道局含む）

１　給料月額の３％減額　　　平成15年4月1日～平成18年3月31日・平成18年4月1日～平成20年10月31日　

２　給料月額の2.5％～8％減額　　　平成20年11月1日～平成23年3月31日　

イ　特別職

１　市長等特別職の給料月額の減額　平成15年1月1日～平成20年3月31日(10%)　平成20年4月1日～平成23年3月31日(15～25%)

２　市長等特別職の退職手当については、市長が全額、その他の特別職は30～40％の減額措置

ウ　市議会議員

１　議会議員報酬の３％減額     平成14年4月1日～平成21年3月31日　

２　議会議員報酬の10％減額　　平成21年4月1日～平成23年3月31日　

((((4444) ) ) ) ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況（（（（各年各年各年各年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
（注）２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が　類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

6,209千円

期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ職員手当

881,010千円 1,347,430千円 5,284,240千円3,055,800千円

21.9%

20年度の人件費率

128,100人

　　　　　　Ａ 給　 料 　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

区　分 職員数 給　与　費 一人当たり給与費

区 分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住 民 基 本 台 帳 人 口

　　　　　（21年度末）

門真市の給与・定員管理等について

実 質 収 支 （参考）

　　　　　Ｂ／Ａ　　　

人 件 費 率人 件 費

　　　　　　Ｂ

8,066,601千円 16.3%49,428,144千円 68,296千円21年度

21年度 851

（Ｈ16）
97.2

（Ｈ16）
97.9

（Ｈ16）
98.2

（Ｈ21）
94.0

（Ｈ21）
95.0

（Ｈ21）
98.4

90.0

95.0

100.0

門真市 類似団体平均 全国市平均
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２２２２．．．．職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況
 ((((1111) ) ) ) 職員職員職員職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成22222222年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。(平成19～21年の3ヵ年平均)
※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。
※

③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

1

2

ま た 、 「 平 均 給 与 月 額 （ 国 ベ ー ス ） 」 は 、 国 家 公 務 員 の 平 均 給 与 月 額 に は 時 間 外 勤 務 手 当 、

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

295,349

315,831

325,579

再 計 算 し た も の で す 。

―

―

―

―

―

―

―

―

―

294,000円

280,700円

213,600円

―

1.37

1.32

1.90

44.6歳

41.3歳

53.8歳

―――

廃棄物処理業

調理士

用務員

―

371,381円

368,704円

401,933円

351,293円

406,888円

380,319円

―

円

341,655円

299,219円

284,514円

円

対応する民間
の類似職種

―45.9歳 191人 317,823円 393,615円

参　考民　　間公　務　員

Ａ／Ｂ
平均
年齢

平均
年齢

375,818円 ―

平均給与
月額（B)

職員数
平均

給料月額
平均給与
月額（A)

平均給与月額
（国ベース）

国

類似団体

328,397

明 ら か に さ れ て い る も の で す 。

-

6,780,840円 3,008,200円 2.25

49.3歳

歳

25人

991人

395,666

年収ベース(試算値)の比較

1.59

参考

公務員(Ｃ) 民間(Ｄ) Ｃ/Ｄ

6,508,602円

― ―

平均給料月額 平均給与月額

42.7

42.8 331,617 401,811

4,085,100円

423,987

408,573

417,195

門真市

大阪府

平均給与月額

うち清掃職員

門真市

区　分

うち用務員

うち学校給食員

うち用務員

類似団体

大阪府

特 殊 勤 務 手 当 等 の 手 当 が 含 ま れ て い な い こ と か ら 、 比 較 の た め 国 家 公 務 員 と 同 じ ベ ー ス で

366,932

371,549

(国ベース)

44.2歳

な ど の す べ て の 諸 手 当 の 額 を 合 計 し た も の で あ り 、 地 方 公 務 員 給 与 実 態 調 査 に お い て

1.64

403,026円

371,137円

「 平 均 給 与 月 額 」と は、 給料 月額 と毎 月支 払わ れる 扶養 手当 、地 域手 当、 住居 手当 、時 間外 勤務 手当

類似団体

（注） 「 平 均 給 料 月 額 」 と は 、 平 成 22 年 ４ 月 １ 日 現 在 に お け る 各 職 種 ご と の 職 員 の 基 本 給 の 平 均 で す 。

区　分

門真市

48.2歳

91人

39人

310,079円

320,345円

うち清掃職員

うち学校給食員

門真市

人

49.5歳

47.8歳

3,955人 322,291円

円

6,160,695円 3,767,300円

―

大阪府

国

区 分 平均年齢

40.2

43.9

41.9

年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された
期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。
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((((2222) ) ) ) 職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成22222222年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

区　　　分

１種 円

２種 円

円 円 ３種 円

円 円 ―

― ― ―

円 円 ―

円 円 ―

((((3333) ) ) ) 職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成22222222年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

円 円 円

― 円 円

円 円 円

円 ― ―

３３３３....一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況
((((1111))))一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況((((平成平成平成平成22222222年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在))))

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

(注) １　門真市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

((((２２２２))))昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況

未実施

371,404

大　学　卒 181,155 199,700

短　大　卒 167,895 177,200

高　校　卒

課長

統括理事、部長

係員

中　学　卒

16.9

10.7

4.0

48

18

教育職

区　　　         分

大　学　卒

高　校　卒

256,204

235,073

248,808

経 験 年 数 １ ０ 年

32.3

12.7

278,725

課長補佐

上席主任、主任

主査

74

17

145

76

構成比

3.8

職員数

高　校　卒

中　学　卒

大　学　卒 329,722 348,146

短　大　卒 251,360

門 真 市 国大 阪 府

高　校　卒 151,808 137,900

一般行政職

技能労務職

初 任 給 初 任 給初 任 給

140,100151,808 144,500

172,200

経 験 年 数 １ ５ 年

306,296276,701

306,820

経 験 年 数 ２ ０ 年

340,159

311,613
一般行政職

技能労務職

5級

6級

教育職

区分

1級

標準的な職務内容

係員

7級

3.1

次長

2級

3級

4級

148級

16.5

57

大　学　卒 181,155 円 178,800 円
185,800

304,673

269,777

3



４４４４．．．．職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

 ((((1111) ) ) ) 期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

（平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合）

　　　

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

((((2222) ) ) ) 退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（平成平成平成平成22222222年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（支給率） （支給率）

勤続20年 勤続20年

勤続25年 勤続25年

勤続35年 勤続35年

最高限度額 最高限度額

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成21年度に退職した職員に支給された平均額です。

 ((((3333) ) ) ) 地域手当地域手当地域手当地域手当（（（（平成平成平成平成22222222年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

％ 人 ％

（平成22年度制度完成時）

（注）　国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしています。

％

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

支給対象職員数

15

勤続25年以上の定年前勧奨退職者の退職年齢に応じ、退
職手当額の2～20％を加算。

勤続25年以上の定年前勧奨退職者の退職年齢に応じ、退
職手当額の2～20％を加算。

一人当たり

国の制度（支給率）

千円　

円　

26,069 千円
平均支給額

12,829

41.34

59.28

月分

月分

月分

月分

月分

月分

月分 59.28

門真市

33.5

30.55

国

（0.70）

―

期末手当 勤勉手当

月分 月分2.75

勧奨・定年

月分30.55

自己都合

月分

　・役職加算　　5～20％

月分

1.40

（0.70） （1.50） 月分

　職制上の段階、職務の級等による加算措置

期末手当

59.28

2.75 月分

83212

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率）

％12 15

支給対象地域 支給率

394,286

国

その他の加算措置

月分

335,537

勧奨・定年

23.5

自己都合

千円1,585 1,670

大阪府

千円

１人当たり平均支給額（平成21年度）

門真市

１人当たり平均支給額（平成21年度）

（1.50） （0.70）

41.34

支給実績（平成21年度決算）

59.28

月分

その他の加算措置

月分

千円

勤勉手当

2.75 月分

期末手当

（1.50）

月分

月分

23.5

1.40

月分

　・役職加算　　　　5～20％

月分

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

勤勉手当

1.40 月分

月分

　・役職加算　　　　5～20％

59.28

　・管理職加算　　10～25％ 　・管理職加算　　10～25％

全域

全域

59.28

月分

月分

月分

月分

33.5

47.5 47.5

4



 ((((4444) ) ) ) 特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（平成平成平成平成22222222年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

 ((((5555) ) ) ) 時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当

　1件につき　500円

感染症の患者又は感染の疑いのある患者の訪問調査等の業務
に従事した職員

　1件につき　500円

千円　

職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 290

保健所等の指示により、感染症の病原体に汚染され、又は汚染
のおそれがある物件の処理業務に従事した職員

人に危害が及ぶおそれがある動物等の捕獲及び駆除業務に従
事した職員

千円　

危険物等取扱業務
従事手当

行旅病人の収容護送作業等に直接従事した職員

行旅死亡人の収容護送作業等に直接従事した職員

人体に有害な物質及びその疑いがある物質を直接取り扱う業務
に従事した職員

市税、国民健康保険料等の滞納処分に関する業務に従事した
職員

直接放置された犬、猫等これらに類する動物の死体処理に従事
した職員

　円　

感染症対策等業務
従事手当

支給実績（平成21年度決算）

行旅死亡人以外の死亡人の収容護送業務又はそれに準ずる業
務に直接従事した職員

　1件につき　2,000円

行旅死亡人以外の死亡人の遺品整理等を直接行う業務に従事
した職員

千円　職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

行旅死亡人等収容
護送業務従事手当

　物件引揚げ1件につき　200円

　1件につき　500円

　1件につき　1,000円

　1件につき　2,000円

4.1

6,686

災害等現場出動業務
従事手当

143,174

　差押調書1件につき　100円
債権差押業務従事手当

その他市長が特に必要と認めた場合

　１件につき　500円

172,490

　1件につき　1,000円

千円　

「門真市災害対策本部条例」及び「門真市国民保護対策本部及
び門真市緊急対処事態対策本部条例」等に基づき、各対策本部
が設置されるほか、市民の生活に重大な支障を来たす事態が生
じ、市として組織的に、住民の避難誘導業務、応急の復旧等の業
務を行う場合において、実地にこれらの業務に従事した職員

種類　

支給実績（平成21年度決算）

160

234

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

支給実績（平成20年度決算）

手当の種類（手当数）

主な支給対象職員及び業務手当の名称

％　職員全体に占める手当支給職員の割合（平成21年度）

5

左記職員に対する支給単価

千円　

5



((((6666) ) ) ) そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（平成平成平成平成22222222年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

・自転車等を利用している職員

支給なし

上限27,000円

支給職員１人当たり

平均支給年額

（平成21年度決算）

支給実績
（平成21年度決算）

同6,500円

11,000円

1人当たり
5,000円加算

13,000円

扶養親族のある職員に支給

満16歳の年度始めから満22歳の年度末
までの子

配偶者以外の扶養親族

職員に配偶者のない場合の扶養親族１人

通勤手当

管理職手当
管理又は監督の地位にある職員に対し、職務の級に応
じて28,000円～85,000円を定額で支給

国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

手当名 内容及び支給単価

扶養手当　

【支給単価等】

配偶者

住居手当

・持家のある職員で世帯主であるもの

2,500円

住宅を借り受け、家賃を支払っている職員、持家のある
職員で世帯主であるものに支給

【支給単価等】

６か月定期代相当額を支給

円89,562

・自ら居住するため住宅を借り受け、家賃を支払っている職員

家賃額に応じて20,600円を上限に支給

距離に応じて2,000円～24,500円を支給

同

職員が通勤のため交通機関等を利用し、かつ、運賃等
を負担している場合及び自転車等により通勤している
場合並びに両者を併用している場合に支給

【支給単価等】

・交通機関を利用し運賃等を負担している職員

異

212,630 円

円58,358

異 646,609 円

95,471千円

75,053千円

120,916千円

47,270千円
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５５５５．．．．特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成22222222年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

（ 円 ）

円 円 円

（ 円 ）

円 円 円

（ 円 ）

円 円 円

（ 円 ）

円 円 円

（ 円 ）

円 円 円

（ 円 ）

（１期の手当額） 　（支給時期）

任期毎

任期毎

任期毎

退職時

退職時

退職時

（注） 1

2

勤めた場合における退職手当の見込額です。

退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額です。

教 育 長 6,300,00075万円　×　在職月数　×　25/100　×　70/100

議 長

教 育 長

市 長

市 長

議 員

副 議 長

教 育 長

副 市 長

副 市 長 月分

市 長

議 員

0

給料月額×在職月数×25/100

96万円　×　在職月数　×　45/100　×　　0/100

(参考)類似団体における最高/最低額

4.15

議員の期末手当は、報酬月額と報酬月額に100分

市 長 な ど の 期 末 手 当 は 、 給 料 月 額 と 地 域 手 当の

合計額に支給割合を乗じます。

市 長 等 の 退 職 手 当 の 支 給 額 の 特 例 に 関 す る 条 例

85万円　×　在職月数　×　35/100　×　60/100

退
職
手
当

副 市 長

備 考

20,736,000

14,280,000

9,000,000

8,568,000

の20を乗じた額の合計額に、支給割合を乗じます。

給料月額×在職月数×35/100

4.15

　　（算定方式）

給料月額×在職月数×45/100

月分

期
末
手
当

給
料

660,000

　　（平成21年度支給割合）

　　（平成21年度支給割合）

850,000

報
酬

594,000

副 市 長

合 計 額 と こ の 合 計 額 に 100 分 の 20 を 乗じ た額 との

給料月額等

705,000

740,000

720,000

680,000

634,500

637,500

区 分

666,000

市 長

960,000

750,000

議 長

教 育 長

副 市 長

7



1

門真市人事行政の運営等の状況

定員管理等の状況

１．職員の任免及び職員数に関する状況

① 採用の状況（21 年度）

② 退職の状況（21 年度）

③ 職位別職員数の状況（H22.4.1 現在）

新規採用 再任用 派遣関係

43 人 50 人 6 人

定年退職 その他

52 人 23 人

職位 職員数 （うち女性）

部長級 17 人 1 人

次長級 22 人 2 人

課長級 55 人 6 人

課長補佐級 110 人 34 人

上席主任級 4人 4人

主任級 282 人 131 人

主査 157 人 61 人

係員 243 人 100 人

計 890 人 339 人
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④ 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年 4月 1日現在）

職 員 数 対前年

増減数
主な増減理由

平成 21 年 平成 22 年

一

般

行

政

部

門

議 会 9人 9人

総 務 121 人 125 人 4 業務の見直しなど

税 務 49 人 49 人

民 生 215 人 219 人 4 業務の見直しなど

衛 生 162 人 152 人 △10 業務の見直しなど

労 働

農林水産 2人 2人

商 工 4人 5人 1 業務の充実

土 木 79 人 75 人 △4 業務の見直しなど

小 計 641 人 636 人 △5

＜参考＞

人口1,000人当たり職員数 5.0 人

（類似団体の人口 1,000 人当たり職員数 4.7 人）

特政

別部

行門

教 育 160 人 143 人 △17 業務の見直しなど

警 察 －

消 防 －

小 計 160 人 143 人 △17

公会

営計

企部

業門

等

病 院 －

水 道 52 人 49 人 △3 業務の見直しなど

交 通 －

下水道 18 人 18 人

その他 40 人 44 人 4 業務の見直しなど

小 計 110 人 111 人 1

合 計 911 人 890 人 △21
＜参考＞

人口1,000人当たり職員数 7.１人
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⑤ 年齢別職員構成の状況（H22.4.1 現在）

⑥ 定員管理の数値目標及び進捗状況

（１）平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

（参考）定員適正化計画における定員管理の数値目標

区分

20 歳

未満

20 歳

～

23 歳

24 歳

～

27 歳

28 歳

～

31 歳

32歳

～

35 歳

36 歳

～

39 歳

40 歳

～

43 歳

44 歳

～

47 歳

48歳

～

51 歳

52 歳

～

55 歳

56 歳

～

59 歳

60 歳

以上

計

職員数 0人 37 人 96 人 92 人 92人 88 人 105人 92 人 76人 50 人 158人 4 人 890 人

平成１７年４月１日

職員数

平成２２年４月１日

職員数
純減数 純減率

１０９８人 ９１８人 １８０人 １６．４％

計画期間

数値目標

始 期 終 期

平成１７年４月１日 平成２７年４月１日 ８２５人以内

0

5

10

15

20

25

30

20
歳
未
満

20
歳
～
23
歳

24
歳
～
27
歳

28
歳
～
31
歳

32
歳
～
35
歳

36
歳
～
39
歳

40
歳
～
43
歳

44
歳
～
47
歳

48
歳
～
51
歳

52
歳
～
55
歳

56
歳
～
59
歳

60
歳
以
上

構成比

５年前の構成比
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（２）定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１ 計画期間は、１７年～２７年の１０年間である。

２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

３ 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては

計画１年目以降現年までの職員増減数の累計を示す。

２．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

① 勤務時間の状況（H22.1.1 現在）

※変則勤務職場では勤務時間が異なります。

※休息時間は平成 22 年 10 月 1 日から廃止しています。

② 年次有給休暇の状況（21 年度）

※・対象職員とは、市長部局に勤務する交替制勤務職員以外の非現業職員で全期間を

在職した一般職員です。

・ 1年につき 20 日を付与され、最大 40 日まで繰り越し可能です。

区分
１７年

計画始期

１８年

１年目

１９年

２年目

２０年

３年目

２１年

４年目

差引 △４４ △２５ △６３ △５５

職員数 １０９８人 １０５４人 １０２９人 ９６６人 ９１１人

区分
２２年

５年目
１７～２２年

（参考）

数値目標

差引 △２１
△２０８

（７６．２％）
△２７３

職員数 ８９０人 ８２５人

1 週間の勤務時間 38 時間 45 分

1 日の勤務時間 午前 9時から午後 5時 30 分

休憩時間 正午から午後 0時 45 分

休息時間 午後 0時 45 分から午後 1時

総付与日数 総取得日数 全対象職員数 平均取得日数 取得率

16,376.7 日 4,384.0 日 439 人 10.0 日 26.8％
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３． 職員の分限及び懲戒処分の状況（21 年度）

①分限処分の状況

②懲戒処分の状況

部局 免職 休職 降任 降給 計

市長部局 － 4人 － － 4人

水道局 － － － － －

教育委員会事務局 － － － － －

選挙管理委員会事務局 － － － － －

農業委員会事務局 － － － － －

固定資産評価審査委員会事務局 － － － － －

監査委員事務局 － － － － －

市議会事務局 － － － － －

計 － 4人 － － 4人

部局 免職 停職 減給 戒告 計

市長部局 － 1人 1人 － 2人

水道局 － － － － －

教育委員会事務局 － － － － －

選挙管理委員会事務局 － － － － －

農業委員会事務局 － － － － －

固定資産評価審査委員会事務局 － － － － －

監査委員事務局 － － － － －

市議会事務局 － － － － －

計 － 1人 1人 － 2人
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４． 職員の研修の状況（21 年度）

研修の

概要

人 事 課 職場主催 水道局 教育委員会

主 催 派遣研修 ・情報公開制度及び個人情

報保護制度

・戸籍事務初任者研修

・滞納処分業務研修

・ケースワーカー研修会

・徴収実務研修

など

・水質管理センター短

期派遣研修会

・水道衛生技術研究会

・安全運転管理者講習

・自治体政策研究会

・水道技術管理職事務

研修

・災害対策研修会

・普通救命講

・水質担当研修会

など

・衛生マニュアル

・薬物乱用防止教室推

進講習会

・庁内指導主事研修

・肩こり腰痛対策

・

・

など

一般研修 特別研修 マッセ大阪 その他

・新規採用職員研修

・一般職員Ⅰ部研修

・一般職員Ⅱ部研修

・管理監督職員研修

・現業職員Ⅱ部研修

・人事評価研修

など

・接遇指導者養成研修

・パソコン活用研修

・人権問題研修

・消防体験学習

・業務のマニュアル化

研修

・法律研修

「地方自治法」

など

・能力向上研修

「政策形成研修」

「地方自治法研修」

・専門研修

「固定資産税課税事務

研修(土地)」

・システム研修

「ワード研修」

など

・全国市町村国際文化

研修所実施研修

「法令実務Ｂ」

「行政評価システムの

効果的な活用」

「持続可能な都市づく

り」

・近畿都市職員専門研修

など

参加人数 574 人 546 人 154 人 80 人 1,191 人 185 人 829 人
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５． 職員の福祉及び利益の保護の状況（21 年度）

①健康診断の状況

定期健康診断及びその他特殊健康診断を実施しています。

②福利厚生の状況

職員の福利厚生は地方公務員法で義務付けられており、門真市職員厚生会で行っており

ます。

③公務災害補償の状況

６． 公平委員会からの報告（21 年度）

７． 公益通報の状況（21 年度）

職員からの内部通報

公務災害補償制度

公務災害申請件数 8件

通勤災害申請件数 ―

勤務条件に関する措置の要求の状況 該当なし

不利益処分に関する不服申立ての状況 1件

受理件数 調査に着手した件数
是正措置等を講じた

件数

是正措置等の必要が

なかったもの

― ― ― ―
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